
改正版（R04.4）
河内長野市自治安全部

自治協働課
＜自治会活動環境整備事業補助金の概要＞
　自治会活動環境整備事業補助金は、連合自治会、自治会、町会等が自治会活動に直接必要な備品を購入する際、その購入に要する経費の一部を補助するものです。
＜補助対象団体＞
連合自治会・自治会・町会等の団体（一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成され、区域に住所を有する住民の相当数の者が構成員となっている団体であり、日頃から地域的な共同活動を幅広く行う地域に密着にした団体。趣味や芸術等に限定した団体又は単一の事業・活動に特化した団体は除きます。）
＜補助対象経費等について＞

・自治会活動を進める上で必要であり、かつ、自治会等の活性化に資すると認められる備品の購入に要する経費を補助対象とします。（搬入費、設置費、指導料を含み、保証料は対象外とします。）

・他の補助金等の交付を受ける場合、その補助等の金額を除きます。

・車両（人力によるものを除く。）及び中古品については、当該補助金の対象から除きます。
・マッサージ機など個人的な利用に留まる備品、祭礼行事等に関係する宗教性を帯びた備品及び景品等会員に配付するものについては、当該補助金の対象から除きます。
＊備品とは、性質又は形状を変えることなく長期間の使用に耐える物品で、補助対象備品例一覧表（別表）に掲げるものなどです。
＜補助額及び算定方法等について＞

・補助対象経費の2分の1を乗じて得た額。（１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額。）
・補助額は、１会計年度1団体につき３０万円を限度とします。（河内長野市集会所整備事業補助金交付要綱に基づく新築、改築、増築及び大規模改修の実施に伴う備品購入の場合については、１００万円を限度とします。）
・補助対象経費の総額が１万円未満の場合は、補助対象としません。（ただし、ひとつの備品購入経費が１万円未満の場合でも、複数購入により１万円を超える場合は補助対象とします。）
・集会所の新築、改築、増築及び大規模改修の実施に伴い備品を購入する場合、自治会活動環境整備事業補助金及び河内長野市集会所整備事業補助金を合算した限度額を１，２００万円とします。

【補助対象備品例一覧表（要綱別表抜粋）】
	補助対象
	具体的な品目例

	会議等を行うのに必要な備品
	机、椅子、ホワイトボート、コピー機、印刷機、テレビ、ビデオ、放送設備、パソコン及びその周辺機器等

	湯茶用の備品
	調理台、流し台、給湯器、冷蔵庫、食器棚、ガスコンロ等

	冷暖房器具
	ストーブ、ファンヒーター、扇風機等。ただし、エアコン等空調機器のうち、工事費の支払を要する工事を伴うものは対象外とする（※）。

	地域活動に必要な備品
	テント、炊飯器、清掃用具(草刈り機、ブロアー等)、発電機、ワイヤレスマイクセット、カラオケセット等

	その他備品
	倉庫、収納庫、電話機、ファックス、カーテン、下駄箱、時計、傘立て、掃除機、消火器、ＡＥＤ、市が別に定める防犯カメラ設置に関する基準を満たす防犯カメラ等。ただし、照明器具のうち、工事費の支払いを要する工事を伴うものは対象外とする（※）。


　

※工事を伴うものは集会所整備事業補助金の対象となりますのでご相談ください。
ただし、集会所整備事業補助金も前年度の８月末までの事前協議が必要です。

＜補助金交付までの流れ＞
















＊制度の詳細につきましては、「河内長野市自治会活動環境整備事業補助金交付要綱」　　をご覧ください。
申請手順（防犯カメラ以外）
	実施時期
	自治会等
	市
	備　　考

	前年度の８月末まで
	事前協議書


	予算措置
	

	事業実施年度の４月から受付
	交付申請

・補助金交付申請書（様式第１号）

・見積書（写し）又は販売価格の

わかるもの
・購入する備品のカタログ等
	
	見積金額1者５万円以上となる場合は、２者以上の見積書等が必要になります。

	
	
	審査の後、補助金交付決定通知書を送付
	申請受理してから２週間程度必要です。

	交付決定通知書が届いてから着手
	事業着手（契約等の締結・購入等）

　
	
	

	設置完了後、３０日以内に提出
	実績報告

・実績報告書（様式第６号）

・納品書（写し）

・請求書と領収書（写し）

・備品の写真　　　　　
	実施内容の審査
	購入から３０日以内または事業実施年度の３月末までのいずれか早い日までに提出してください。

	
	交付請求

・補助金交付請求書（様式第７号）
・口座振替依頼書
	
	

	
	
	補助金を交付
	請求後、約２～３週間かかります。


＊交付申請は必ず事業着手前（備品購入前）におこなって下さい。交付決定前に着手されると補助金が交付できなくなります。
＊補助金交付決定後、申請時の見積り額と額の変更が生じた場合「変更申請」が必要になりますのでご相談ください。（ただし、購入備品の数量の減少又は金額の減額による変更については、変更申請が不要な場合があります。）
＊実績報告及び交付請求は必ず当該年度内（３月末まで）におこなって下さい。

＜備品の管理＞

防犯カメラ設置にかかる申請手順　
	実施時期
	自治会等
	市
	備　　考

	前年度の８月末まで
	事前協議書


	予算措置
	

	事業実施年度の４月から受付
	交付申請
・補助金交付申請書（様式第１号）
・総会会議録等の写し
・撮影対象区域の住民等の同意書
・防犯カメラおよび表示板の設置箇所
位置図と現況写真
・撮影対象区域を記載した平面図
・防犯カメラ管理責任者等届出書
・見積書（写し）（２者以上）
・購入する防犯カメラのカタログ
	
	設置箇所の所有者とは、設置が可能かどうか事前に十分協議してください。
見積金額1者５万円以上となる場合は、２者以上の見積書等が必要になります。

	
	
	審査の後、補助金交付決定通知書を送付
	申請受理してから２週間程度必要です。

	交付決定通知書が届いてから着手
	事業着手（契約等の締結・購入・設置工事他）
※占用許可の手続き等が必要な場合も、交付決定後に申請してください。
	
	設置にかかる各種手続きは、全て交付決定後に実施してください。

	設置完了後、３０日以内に提出
	実績報告
・実績報告書（様式第６号）
・工事完了届または納品書（写し）
・請求書と領収書（写し）
・防犯カメラ管理運用規程
・防犯カメラおよび表示板の設置箇所
位置図と写真
・防犯カメラで撮影した画像（印刷）
・占用許可書等（必要な場合・写し）
	実施内容・現地確認などの審査
	購入から３０日以内または事業実施年度の３月末までのいずれか早い日までに提出してください。

	
	交付請求
・補助金交付請求書（様式第７号）
・口座振替依頼書
	
	

	
	
	補助金を交付
	請求後、約２～３週間かかります。


＊交付申請は必ず事業着手前（備品購入前）におこなって下さい。交付決定前に着手されると補助金が交付できなくなります。（契約の他、占用許可など、設置にかかる各種手続きも交付決定後におこなってください。）
＊補助金交付決定後、申請時の見積り額と額の変更が生じた場合「変更申請」が必要になりますのでご相談ください。
＊実績報告及び交付請求は必ず当該年度内（３月末まで）におこなって下さい。（電柱等へ設置する場合、占用許可の手続きに時間がかかることがあります。設置箇所によっては、交付申請前に所有者と十分協議のうえ、交付決定後におこなう手続き期間等を考慮し、年度内に実績報告がおこなえるよう申請してください。）



自治会活動環境整備事業補助金





申請の手引き





次の点にご注意下さい


・この制度をご利用いただくためには事前の協議・申請が必要です。必ず事業（備品購入）を行う前年度の８月末までにご相談下さい。





・前年度に相談いただいていたとしても、市の予算状況から当年度に補助できない場合があります。





・申請は事前におこなってください。事後（備品購入後）の申請はできません。





・防犯カメラの購入にあたっては、追加で必要な書類等があります。詳しくは、申請手順をご確認ください。





事業実施の前年度の８月末までに「自治会活動環境整備事業補助金事前協議書」を自治協働課に提出。





自治会





提出された協議書により予算措置をします。





自治協働課





事業実施年度の４月以降に「自治会活動環境整備事業補助金交付申請書（様式第１号）」を自治協働課に提出。





自治会





提出された申請書を審査し、「自治会活動環境整備事業補助金交付決定通知書（様式第２号）」を自治会に送付します。





自治協働課





事業実施・完了





交付決定が届いてから事業着手（契約・購入等）。事業実施後、「自治会活動環境整備事業補助金実績報告書（様式第６号）」及び「自治会活動環境整備事業補助金交付請求書（様式第７号）」、「口座振替支払依頼書」を自治協働課に提出。








自治会





実績報告書の審査の後、自治会が指定した金融機関口座に補助金を振り込みます。





自治協働課





・補助金を受けた備品の管理は、「備品台帳（様式第８号）」を作成し、自治会住民の共通の財産として、適切に管理してください。


・備品の管理について、必要に応じて実地調査をします。


・備品の管理について、修理、廃棄等に伴う費用は、自治会のご負担となります。
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